








































収（Employee Buy-Out：EBO）のほか、特別目的会社（special purpose company：SPC）や従業
員持株会を利用した手法が用いられ、第三者による承継では、企業の合併と買収（Mergers and 
Acquisitions：M&A）の手法が中心的に用いられている。
　先代経営者から事業承継候補者への株式移転に係る課税関係は、以下のとおり整理することがで
きる。
　親族内承継では、先代経営者には課税は生じない。一方で、事業承継候補者には贈与税または相
続税が課されるが、一定の要件を充足することにより事業承継税制の適用を受けることができる。
　親族外承継のうち役員または従業員による承継では、先代経営者には株式の移転に係る譲渡対価
に対して所得税が課されるが、事業承継候補者である役員または従業員には課税関係は生じない。
平成25年度税制改正により役員または従業員による承継に対しても事業承継税制の適用を受ける
ことができることなった。事業承継税制の適用を受ける場合には、親族内承継と同様の課税関係が
生じる。
　第三者による承継では、先代経営者には役員または従業員による承継と同様に所得税が課され
る。事業承継候補者である会社等には課税関係は生じないが、買収額と適正な対価との差額につい
ては、課税関係が生じるおそれがある。また、組織再編税制の適用を受けることができる場合があ
る。
Ⅱ　役員または従業員による承継に対する事業承継税制の導入
　平成21年度税制改正における事業承継税制の制定当初、その適用は親族内承継に限定されてい
た。その後、平成25年度税制改正において、後継者に係る親族内承継要件が廃止されたことから、
役員または従業員等の会社関係者による親族外承継も事業承継税制の適用対象となった。平成27
年１月１日以降の事業承継については、親族外承継も事業承継税制の適用を受けることができる。
　『改正税法のすべて平成25年度版』606頁以下（大蔵財務協会、2013年）〔高橋達也ほか〕では、
親族外承継を事業承継税制の適用対象とする趣旨が以下のとおり説明されている。
すなわち、「１　改正の趣旨
　事業承継税制の創設当時は、
①　多くの中小企業経営者が『親族への承継』を希望していたこと、
②　「親族外への承継」は一般的に有償で行われている割合が多かったこと、
等の状況を踏まえ、同制度の適用は『親族への事業承継』に限定することとした上で、『親族外へ
の事業承継』については、開廃業マッチング支援や株式取得のための資金の融資制度などを整備す
ることで、中小企業庁においてその対応がとられてきたところです。
　その後、中小企業の後継者不足が叫ばれるなか、有能な人材を広く登用できるようにすることで
中小企業の円滑な事業承継に資する観点から、25年度改正においては、事業承継税制の適用を受
けることができる後継者について、先代経営者の親族に限定しないこととされました。」としてい
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る。
　この改正の趣旨を踏まえて、現行の租税特別措置法70条の7の２第２項３号は、「経営承継相続
人等　被相続人から前項の規定の適用に係る相続又は遺贈により認定承継会社の非上場株式等の取
得をした個人で、次に掲げる要件の全てを満たす者（その者が二以上ある場合には、当該認定承継
会社が定めた一の者に限る。）をいう。
イ　当該個人が、当該相続の開始の日の翌日から五月を経過する日において、当該認定承継会社の
代表権を有していること。･･･以下省略」と規定されている。
　同改正以前には、事業承継税制の適用を受けることができる後継者（経営承継受贈者、経営承継
相続人等又は経営相続承継受贈者）の要件のうち、「非上場会社を経営していた先代経営者（被相
続人・贈与者）の親族であること」とする要件があったが、この文言が削除されたことにより、親
族外の者が後継者となる場合であっても、同制度の適用を受けることができることとなった。
Ⅲ　事業承継税制の適用を受ける場合の問題―租税公平主義の視点から
１　相続財産に事業承継対象会社の株式が組み入れられることの問題
　わが国の相続税では遺産税方式と遺産取得税方式の両者を組み合わせた法定相続分按分方式が採
用されている。相続税法上、事業承継税制の適用を受ける場合には、事業承継対象会社の株式が相
続財産に組み入れられることになる。
　つまり、すでに親族外の者に株式が移転しているにもかかわらず、事業承継対象会社の株式の価
値（相続税上の評価額）が相続財産に組み入れられることにより、株式の評価額に応じて相続財産
の価格が増加し、結果として相続人の相続税額は増加することになる。租税公平主義が要請する担
税力に応じた課税の視点から見る場合には、株式の評価額によって増加する相続税額について相続
人に担税力を見出すことができるか否かが問題となる。
２　株式評価の問題
　相続税に係る株式の評価については、財産評価基本通達（以下「評価通達」という。）178以下
に定められている。
　取引相場のない株式の評価の原則については、評価通達は、総資産価額、従業員数、取引金額に
より大会社、中会社、小会社に区分して、評価方法を定めている。
　大会社の株式の価額については、原則として、類似業種比準価額によって評価する。ただし、納
税義務者の選択により、１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金額）によって
評価することができる。
　中会社の株式の価額については、原則として、類似業種比準価格を基礎とした算式により計算し
た金額によって評価する。ただし、納税義務者の選択により、算式中の類似業種比準価額を１株当
たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金額）によって計算することができる。
　小会社の株式の価額については、原則として、１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって
計算した金額）によって評価する。ただし、納税義務者の選択により、類似業種比準価格を基礎と
した算式により計算した金額によって評価することができる。
　また、特例的な評価方法として、同族株主等以外の株主が取得した株式については、株式の発行
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会社の規模にかかわらず原則的評価方式に代えて特例的な評価方式として配当還元方式で評価す
る。
　本報告では検討対象としないが、評価通達・総則６項の適用の問題がある。
　役員または従業員による承継のうち事業承継税制の適用を受けない場合には、事業承継対象会社
の株式は買い取り時に適正価格（時価）により評価され、第三者に売却される。一方で、事業承継
税制の適用を受ける場合には、株式は贈与または相続時点で評価通達により評価される。この場合
には、事業承継候補者は贈与税額あるいは相続税額の納税猶予を受けるが、その後の状況により異
なる課税関係が生じる。一定の要件を充足することにより、最終的に相続税額が免除されるが、打
ち切り要件に該当すると、納税猶予が打ち切られ、事業承継候補者は猶予税額を納付しなければな
らない。また、事業承継後に第三者に売却すると、事業承継候補者には所得税が課される。
　問題は、事業承継税制の適用を受けない場合には、株式は適正価格（時価）により評価される
が、事業承継税制の適用を受ける場合には、時価よりも低額となる評価通達により評価される点に
ある。担税力に応じた課税では同様の状況のあるものは同様に取り扱われるべきである（水平的公
平）が、事業承継という同一の目的による同一の株式の取得であるにもかかわらず、株式の評価額
が異なることには合理的理由を見出すことができるのであろうか。とりわけ、事業承継時点と相続
発生時点とのタイムラグがある場合には、相続財産としての事業承継対象会社の株式の評価におい
て会社の業績等が反映されることになることから、両者の評価額の乖離は大きくなる。
Ⅳ　結論
　本報告の目的は、親族外承継のうち、役員または従業員による承継をめぐる租税法上の問題のう
ち、事業承継税制の適用における問題に焦点を絞って、とりわけ、相続財産に事業承継対象会社の
株式が組み入れられることの問題と、株式評価の問題を指摘することにあった。
　とりわけ、法定相続分按分方式が採用されているわが国の相続税では、親族外の者に株式が移
転しているにもかかわらず、事業承継対象会社の株式の価値が相続財産に組み入れられることによ
り、株式の評価に応じて相続税額は増加する。また、株式の評価をめぐっては、事業承継税制の適
用を受ける場合には株式は評価通達により評価されることから、事業承継税制の適用を受けない場
合に比べると、結果として株式の評価額が圧縮される。
　親族外事業承継をめぐっては利害関係者が多いことから、事業承継全体の課税関係を鳥瞰した場
合には、本報告で指摘したとおり、一貫した課税関係が構築されていない。事業承継の開始から終
了までの課税関係を整理し、適正な課税関係が構築できるよう担税力の視点から検証し、法整備を
進めていくべきである。
